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１ 労働力状態 

(1) 労働力人口（別表１，２参照） 

～労働力人口は 114万 8862人～ 

  

宮城県の１５歳以上人口は 202万 2432 人となっており，平成１７年と比べると 6167人減少している。

このうち，１５～６４歳人口は，平成１２年をピークに減少が続いている。 

平成２２年１０月１日現在の宮城県の１５歳以上人口 202 万 2432人の労働力状態をみると，労働力人口

（就業者及び完全失業者）は 114 万 8862 人（前回比 4 万 629人，3.4％減）で，労働力率（１５歳以上人 

口(労働力状態「不詳」を除く。）に占める労働力人口の割合）は 59.5％となっている。 

   就業者は 105万 9416人（同 4万 8357人，4.4％減）で，完全失業者は 8万 9446人（同 7728人，9.5

％増）となっている。 

   一方，経済活動に従事していない非労働力人口（家事従事者，通学者等）は 78 万 3432 人で，１５歳以

上人口の 40.5％を占めている。                    

 

 

          表１ 男女別１５歳以上人口及び労働力状態            （単位：人） 
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(2) 労働力率（別表２参照） 

～女性の年齢階級別労働力率はＭ字型～ 

    

男女別に労働力率をみると，男子は，前回より 1.8ポイント低下し，72.3％となり，女子は，0.1 ポイ

ント上昇の 47.8％であった。 

  これを年齢階級別にみると，男子は，在学者が多い１５～１９歳と６５歳以上を除けばいずれも高く， 

  ２５～５９歳の各年齢階級では 90％以上の高率となっている。                    

    一方，女子では，２５～２９歳で 79.0％と最も高い率を示した後低下し，３５～３９歳では 68.9％と 

なっている。その後は年齢が高くなるにしたがって上昇し，４５～４９歳で 75.7％と二度目のピークを 

迎え，以降再び低下している。 

    このように，女子の年齢階級別労働力率は，結婚，出産，育児等のライフステージによって影響を受け， 

 二つの山を持つＭ字型となっているが，その線形は緩やかになってきている。 

                     

 

            図１ 男女別，年齢階級別労働力率 
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２ 従業上の地位（付表３参照） 

～さらに拡大した雇用者の比率～ 

 

   １５歳以上就業者数 105万 9416人を従業上の地位別にみると，雇用者が 86万 579人（前回比 2.3％減）， 

 役員が 5万 2275人（同 2.7％減），雇人のある業主が 2 万 1954人（同 22.8％減），雇人のない業主が 

 7万 3630人（同 13.1％減）で，家族従業者が 4万 3017 人（同 25.9％減）となっている。 

  １５歳以上就業者に占める従業上の地位別割合は，雇用者が 81.2％（前回比 1.7ポイント上昇），役

員 4.9％（同 0.1 ポイント上昇），雇人のある業主 2.1％（同 0.5 ポイント低下），雇人のない業主 7.0

％（同 0.6ポイント低下），家族従業者 4.1％（同 1.1ポイント低下）となった。 

              

図２ 従業上の地位別割合の推移（平成２年～平成２２年） 
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３ 産業（大分類） 

(1) 就業者の産業３部門別割合（付表４参照） 

～拡大が続く第３次産業の割合～ 

 

   １５歳以上就業者数 105万 9416人のうち，第１次産業の就業者数は 5 万 3219 人で，前回に比べ 

 1万 5766人，割合にして 1.2ポイント減少し，第２次産業の就業者数は 23万 4210人で，前回に比べ 

2万 6544 人，割合にして 1.4ポイント減少した。 

   また，第３次産業の就業者数は 74 万 6752人で，前回に比べ 1万 8982人減少したものの，割合にして 

1.4ポイント増加した。 

    この結果，産業３部門別割合は，第１次産業 5.0％，第２次産業 22.1％，第３次産業 70.5％となった。 

 

                  図３ 就業者の産業３部門別割合の推移（平成２年～平成２２年） 

 

表２  平成２２年就業者数        (単位：人，％ ) 

平成２２年  就 業 者 数 割      合  対前回増減数 対 前 回 増 加 率 

第１次産業  5 3 , 2 1 9  5 . 0  ▲ 1 5 , 7 6 6  ▲ 2 2 . 9  

第２次産業  2 3 4 , 2 1 0  2 2 . 1  ▲ 2 6 , 5 4 4  ▲ 1 0 . 2  

第３次産業  7 4 6 , 7 5 2  7 0 . 5  ▲ 1 8 , 9 8 2  ▲ 2 . 5  

分類不能  2 5 , 2 3 5  2 . 4  1 2 , 9 3 5  1 0 5 . 2  

計  1 , 0 5 9 , 4 1 6  1 0 0 . 0  ▲ 4 8 , 3 5 7   
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(2) 産業（大分類）別就業者の割合 

 ～就業者数が増加した医療，福祉～ 

 

 産業大分類別の 15 歳以上就業者の割合をみると，「卸売業，小売業」が 15歳以上就業者の 18.7％と最も

高く，次いで「製造業」が 13.1％，「医療，福祉」が 10.1％などとなっている。 

 平成 17年と比べると，「医療，福祉」が 1.9ポイント上昇と最も上昇している。一方，「サービス業（他

に分類されないもの）」が 7.5ポイント低下と最も低下しており，次いで「卸売業，小売業」が 1.4ポイン

ト低下，「農業，林業」が 1.0 ポイント低下などとなっている。 

    

     

図４ 産業（大分類）別 15歳以上就業者の割合の推移（平成 17 年，22 年） 

 

1) 平成 17 年国勢調査 新産業分類特別集計結果による。 

2) 平成 17 年までは，「労働者派遣事業所の派遣社員」は，産業大分類「サービス業（他に分類されないもの）」下の産業小

分類「労働者派遣業」に分類されていたが，22年は派遣先の産業に分類していることから，時系列比較には注意を要する。 

3) 「その他」に含まれるのは，「漁業」，「鉱業，採石業，砂利採取業」，「電気・ガス・熱供給・水道業」，「情報通信

業」，「金融業，保険業」,「不動産業，物品賃貸業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「生活関連サービス業，娯

楽業」，「教育，学習支援業」，「複合サービス事業」，「公務（他に分類されるものを除く）」及び「分類不能の産業」

である。 
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(3) 主要産業，年齢階級別就業者 

～高齢化傾向の続く農業，林業～ 

 

   産業大分類別就業者を年齢階級別にみると，宿泊業，飲食サービス業では２０～２４歳で 13.1％，製造 

業では３５～３９歳で 12.8％，農業，林業では６０～６４歳で 17.8％と構成比が最も高くなっている。 

                 

図５ 主要産業，年齢階級別１５歳以上就業者の構成比 
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(4) 広域圏別就業者数及び構成比 

  ～第３次産業就業者の構成比はすべての広域圏で増加～ 

 

  産業３部門別就業者を広域圏ごとに前回と比較すると，第１次産業は就業者数及び構成比ともすべての広

域圏で減少している。第２次産業も同様に就業者数及び構成比ともすべての広域圏で減少している。 

 第３次産業はすべての広域圏で就業者数は減少している中で，構成比は増加している。 

                 

       表３ 広域圏別産業３部門別就業者数及び構成比            （単位：人，％） 
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４ 教育 

～高校・旧中以上卒業者は６８.５％～ 

 

   １５歳以上人口のうち，学校の卒業者数は 187万 2323 人で，最終卒業学校の種類別にみると，小学校

・中学校の卒業者は 33万 8009人(15歳以上人口の 16.7％），高校・旧中の卒業者は 90万 5092人(同 44.8

％），短大・高専の卒業者は 21 万 1590 人(同 10.5％），大学・大学院の卒業者は 26万 7124人(同 13.2

％）となっている。 

          

表４ 最終卒業学校の種類別人口                     （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成１７年はこの項目を調査していない。 
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５ 外国人の労働力状態 

 ～外国人の労働力人口はやや減少～ 

 

   県内に在住する１５歳以上の外国人 1 万 1330 人うち，労働力人口（就業者及び完全失業者）は 5949

人で，前回に比べ 378 人，率にして 6.0％減少した。 

   また，１５歳以上外国人就業者（5455人）について，産業大分類別の割合を見ると，「製造業」が 

１５歳以上外国人就業者の 30.4％と最も高く，次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 13.1％，「卸売業，

小売業」が 11.5％などとなっている。      

         

表５ 外国人の労働力状態                     （単位：人） 

          

 

図６ 産業（大分類）別 15歳以上外国人就業者の割合（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 


